



























〇 平成 18 年の教育基本法の改正，平成 19 年の学校
教育法の改正において，義務教育の目的等が示さ
れた。
・ 教育基本法では，「第 5 条 2 項」に義務教育の目
的が明示され，教育の機会の保障，教育水準の確
保などが新たに謳われた。
・ 学校教育法に，「第 2 章義務教育（第 16 条〜21
条）」が小学校，中学校の章の前に新たに規定さ
れた。
〇 中学校学習指導要領総則（平成 20 年）では，学
校相互の連携や交流について触れられている。
小中連携教育の実践
Practice of Collaborative Education














































































































































































































　　・ 平成 29 年 3 月告示の新学習指導要領の趣旨に基づき，小中のカリキュラムの円滑な接続を図る。
　　　例： 9 年間を見通した教科等の全体計画，年間指導計画等の作成，小中合同での教育課程に関わる PDCA の実
施
　⑵　授業や行事等における教職員の相互乗り入れ
　　　例： 小中教員による TT，出前授業，補充学習指導，合唱コンクール出演指導，部活動指導，分掌組織の連携，
事務職員・用務主事の交流
　⑶　児童・生徒の交流活動
　　　例： あいさつ運動，奉仕活動（地域清掃，募金活動等），補充学習ミニティーチャー
　⑷　PTA・地域と連携した活動
　　　例：合同防災訓練，交通安全運動，地域清掃
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4．小中連携教育のさらなる充実に向けて
　本報告のまとめとして，小中連携の充実のために
各学校で実践していただきたいことについて，お招
きいただいた校内研究（研修）会等で話してきたこと
をもとに提案したい。以下に示す内容は，すでに実
践している学校にとっては当然のもとかもしれな
い。その学校においては，内容のさらなる充実を
図ってほしい。また，実践できていない学校ではで
きるところからすぐにでも着手してほしい。
　・ 小学校の教員が中学校の教科書を，中学校の教
員が小学校の教科書を見る。
　・ 小中学校の教員がお互いの授業を見合い，授業
について協議をする。
　・中学校の教員が小学校で出前授業をする。
　・ 小中学校の教員がお互いの学校でティーム・
ティーチングをする。
　・ 小中学校の教員が協力して学習指導案を作成す
る。
　・ 小中学校の教員が合同でワークショップ形式の
研修を行う。
　・ 小中学校の指導計画に「小中の関連」を明記す
る。
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